
条 例

�愛媛県条例第３２号
愛媛県県税賦課徴収条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成３０年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県県税賦課徴収条例の一部を改正する条例

愛媛県県税賦課徴収条例（昭和２５年愛媛県条例第２１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（事業税の納税義務者等）

第１８条 法人の行う事業に対する事業税は、法人の行う事業に対

し、次の各号に掲げる事業の区分に応じ、当該各号に定める額に

より 、その法人に課する。

� 省略

� 電気供給業、ガス供給業（ガス事業法（昭和２９年法律第５１

号）第２条第５項に規定する一般ガス導管事業及び同条第７項

に規定する特定ガス導管事業以外のもののうち、同条第１０項に

規定するガス製造事業者及び電気事業法等の一部を改正する等

の法律（平成２７年法律第４７号）附則第２２条第１項に規定する旧

一般ガスみなしガス小売事業者（同項の義務を負う者に限

る。）以外の者が行うものを除く。次条において同じ。）、保

険業及び貿易保険業 収入割額

２～４ 省略

（不動産取得税の徴収猶予及びその取消し）

第１９条の６ 知事は、法第７３条の２４第１項第１号、第２項第１号若

しくは第３項、第７３条の２７の２第１項、第７３条の２７の３第１項、

第７３条の２７の４第１項、第７３条の２７の５第１項、第７３条の２７の６

第１項又は第７３条の２７の７第１項の規定の適用があると認められ

る不動産取得税については、納税義務者の申告により、これらの

規定により減額し、又は免除すべき額に相当する税額を徴収猶予

するものとする。

２ 知事は、前項の規定により 徴収猶予をした場合において当該

不動産取得税について法第７３条の２４第１項第１号、第２項第１号

若 し く は 第３項、第７３条 の２７の２第１項、第７３条 の２７の３第１

項、第７３条の２７の４第１項、第７３条の２７の５第１項、第７３条の２７

の６第１項又は第７３条の２７の７第１項の規定の適用がないこと、

又は徴収猶予の事由の一部に変更があることが明らかとなつたと

きは、当該徴収猶予をした税額の全部又は一部についてその徴収

猶予を取り消し、これを直ちに徴収するものとする。

（不動産取得税額及びこれに係る県の徴収金の充当）

（事業税の納税義務者等）

第１８条 法人の行う事業に対する事業税は、法人の行う事業に対

し、次の各号に掲げる事業の区分に応じ、当該各号に定める額に

よつて、その法人に課する。

� 省略

� 電気供給業、ガス供給業

、保

険業及び貿易保険業 収入割額

２～４ 省略

（不動産取得税の徴収猶予及びその取消 ）

第１９条の６ 知事は、法第７３条の２４第１項第１号若しくは第２項第

１号 、第７３条の２７の２第１項、第７３条の２７の３第１項、

第７３条の２７の４第１項、第７３条の２７の５第１項、第７３条の２７の６

第１項又は第７３条の２７の７第１項の規定の適用があると認められ

る不動産取得税については、納税義務者の申告により、これらの

規定により減額し、又は免除すべき額に相当する税額を徴収猶予

するものとする。

２ 知事は、前項の規定によつて徴収猶予をした場合において当該

不動産取得税について法第７３条の２４第１項第１号若しくは第２項

第１号 、第７３条 の２７の２第１項、第７３条 の２７の３第１

項、第７３条の２７の４第１項、第７３条の２７の５第１項、第７３条の２７

の６第１項又は第７３条の２７の７第１項の規定の適用がないこと、

又は徴収猶予の事由の一部に変更があることが明らかとなつたと

きは、当該徴収猶予をした税額の全部又は一部についてその徴収

猶予を取り消し、これを直ちに徴収するものとする。

（不動産取得税額及びこれに係る県の徴収金の充当）

発 行 愛 媛 県
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第１９条の７ 知事は、法第７３条の２第８項、第７３条の２７第１項（法

第７３条の２７の２第３項、第７３条の２７の３第３項及び第７３条の２７の

６第３項において準用する場合を含む。）又は第７３条の２７の４第

４項（法第７３条の２７の５第２項及び第７３条の２７の７第２項におい

て準用する場合を含む。）の規定により不動産取得税額及びこれ

に係る県の徴収金を還付する場合において、還付を受ける納税義

務者の未納に係る県の徴収金があるときは、当該還付すべき額を

これに充当するものとする。

（不動産取得税の申告事項）

第６７条の３ 省略

２～４ 省略

５ 法第７３条の１４第４項又は第７３条の２４第５項に規定する申告は、

当該申告に係る不動産の取得の日から６０日以内に、次に掲げる事

項を記載した申告書を知事に提出してしなければならない。

�～� 省略

６ 省略

７ 第５項に規定する申告書を提出する者は、法第７３条の１４第３項

に規定する場合に該当することとなつた日又は法第７３条の２４第２

項各号若しくは第３項各号のいずれかに該当することとなつた日

から６０日以内に、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号

に定める書類を知事に提出しなければならない。

� 省略

� 法第７３条の２４第２項又は第３項の規定の適用を受けようとす

る場合 当該土地の上にある住宅が令第３７条の１８第１項及び第

３項の規定に該当する住宅であることを明らかにする書類（前

号に規定する書類が既に提出されている場合を除く。）

８ 第１項に規定する申告書を提出する者で法第７３条の１４第１項若

しくは第３項又は第７３条の２４第１項から第３項までの規定の適用

を受けようとするものは、当該不動産の取得につきこれらの規定

の適用があるべき旨及び第５項各号に掲げる事項を付記した当該

申告書を提出することにより、同項の規定による申告書の提出に

代えることができる。この場合において、法第７３条の１４第３項又

は第７３条の２４第２項若しくは第３項の規定の適用を受けようとす

る者は、法第７３条の１４第３項に規定する場合に該当することとな

つた日又は法第７３条の２４第２項各号若しくは第３項各号のいずれ

かに該当することとなつた日から６０日以内に、前項各号に掲げる

場合の区分に応じ、当該各号に定める書類を知事に提出しなけれ

ばならない。

９ 省略

附 則

（不動産取得税の新築家屋の取得の日等に係る特例）

第１９条の４ 独立行政法人都市再生機構、地方住宅供給公社又は家

屋を新築して譲渡することを業とする者で令附則第６条の１７第１

項に規定するものが売り渡す新築の住宅に係る第１９条第２項ただ

し書の規定の適用については、当該住宅の新築が平成１０年１０月１

日から平成３２年３月３１日までの間に行われたときに限り、同項た

だし書中「６月」とあるのは、「１年」とする。

（住宅の取得及び土地の取得に対する不動産取得税の税率の特

例）

第２０条 平成１８年４月１日から平成３３年３月３１日までの間に住宅又

第１９条の７ 知事は、法第７３条の２第７項、第７３条の２７第１項（法

第７３条の２７の２第３項、第７３条の２７の３第３項及び第７３条の２７の

６第３項において準用する場合を含む。）又は第７３条の２７の４第

４項（法第７３条の２７の５第２項及び第７３条の２７の７第２項におい

て準用する場合を含む。）の規定により不動産取得税額及びこれ

に係る県の徴収金を還付する場合において、還付を受ける納税義

務者の未納に係る県の徴収金があるときは、当該還付すべき額を

これに充当するものとする。

（不動産取得税の申告事項）

第６７条の３ 省略

２～４ 省略

５ 法第７３条の１４第４項又は第７３条の２４第４項に規定する申告は、

当該申告に係る不動産の取得の日から６０日以内に、次に掲げる事

項を記載した申告書を知事に提出してしなければならない。

�～� 省略

� 不動産が法第７３条の１４第３項に規定する耐震基準適合既存住

宅である場合は、当該耐震基準適合既存住宅の前所有者の氏名

及び住所

６ 省略

７ 第５項に規定する申告書には

、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号

に定める書類を添付しなければ ならない。

� 省略

� 法第７３条の２４第２項 の規定の適用を受けようとす

る場合 当該土地の上にある住宅が令第３７条の１８第１項及び第

３項の規定に該当する住宅であることを明らかにする書類（前

号に規定する書類が既に提出されている場合を除く。）

８ 第１項に規定する申告書を提出する者で法第７３条の１４第１項若

しくは第３項又は第７３条の２４第１項若しくは第２項の規定の適用

を受けようとするものは、当該不動産の取得につきこれらの規定

の適用があるべき旨及び第５項各号に掲げる事項を付記した当該

申告書を提出することにより、同項の規定による申告書の提出に

代えることができる。この場合において、法第７３条の１４第３項又

は第７３条の２４第２項 の規定の適用を受けようとす

る者は、当該申告書に

前項各号に掲げる

場合の区分に応じ、当該各号に定める書類を添付しなければ

ならない。

９ 省略

附 則

（不動産取得税の新築家屋の取得の日等に係る特例）

第１９条の４ 独立行政法人都市再生機構、地方住宅供給公社又は家

屋を新築して譲渡することを業とする者で令附則第６条の１７第１

項に規定するものが売り渡す新築の住宅に係る第１９条第２項ただ

し書の規定の適用については、当該住宅の新築が平成１０年１０月１

日から平成３０年３月３１日までの間に行われたときに限り、同項た

だし書中「６月」とあるのは、「１年」とする。

（住宅の取得及び土地の取得に対する不動産取得税の税率の特

例）

第２０条 平成１８年４月１日から平成３０年３月３１日までの間に住宅又
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は土地の取得が行われた場合における不動産取得税の税率は、第

１９条の２の２の規定にかかわらず、１００分の３とする。

（不動産取得税の徴収猶予等）

第２１条 省略

２ 第１９条の６、第１９条の７及び第６７条の３第３項の規定は、法附

則第１１条の４第４項の規定による宅地建物取引業法（昭和２７年法

律第１７６号）第２条第３号に規定する宅地建物取引業者（次項に

おいて「宅地建物取引業者」という。）による法附則第１１条の４

第４項に規定する改修工事対象住宅の取得に対して課する不動産

取得税の税額の徴収猶予及びその取消し並びに当該不動産取得税

に係る県の徴収金の充当について準用する。この場合において、

第１９条の６中「又は第７３条の２７の７第１項」とあるのは「若しく

は第７３条の２７の７第１項又は附則第１１条の４第４項」と、第１９条

の７中「第７３条の２７の６第３項」とあるのは「第７３条の２７の６第

３項並びに附則第１１条の４第５項」と読み替えるものとする。

３ 第１９条の６、第１９条の７及び第６７条の３第３項の規定は、法附

則第１１条の４第６項の規定による宅地建物取引業者による同項に

規定する改修工事対象住宅用地の取得に対して課する不動産取得

税の税額の徴収猶予及びその取消し並びに当該不動産取得税に係

る県の徴収金の充当について準用する。この場合において、第１９

条の６中「又は第７３条の２７の７第１項」とあるのは「若しくは第

７３条の２７の７第１項又は附則第１１条の４第６項」と、第１９条の７

中「第７３条の２７の６第３項」とあるのは「第７３条の２７の６第３項

並びに附則第１１条の４第７項」と読み替えるものとする。

（自動車取得税の税率の特例）

第２２条の２ 省略

２ 次に掲げる自動車で初めて新規登録等（道路運送車両法第７条

第１項に規定する新規登録又は同法第６０条第１項後段の規定によ

る車両番号の指定（同項に規定する検査対象軽自動車に係るもの

に限る。）をいう。以下この条において同じ。）を受けるものの

取得（法附則第１２条の２の４第６項から第１３項までの規定の適用

がある場合の自動車の取得を除く。）に対して課する自動車取得

税の税率は、当該取得が平成３１年３月３１日までに行われたときに

限り、第３５条及び前項の規定にかかわらず、当該取得についてこ

の項の規定の適用がないものとした場合に適用されるべき同条又

は前項に定める率に１００分の２０を乗じて得た率とする。

�・� 省略

３ 次に掲げる自動車で初めて新規登録等を受けるものの取得（法

附則第１２条の２の４第６項から第１３項まで又は前項の規定の適用

がある場合の自動車の取得を除く。）に対して課する自動車取得

税の税率は、当該取得が平成３１年３月３１日までに行われたときに

限り、第３５条及び第１項の規定にかかわらず、当該取得について

この項の規定の適用がないものとした場合に適用されるべき同条

又は第１項に定める率に１００分の２５を乗じて得た率とする。

�・� 省略

４ 次に掲げる自動車で初めて新規登録等を受けるものの取得（法

附則第１２条の２の４第６項から第１３項まで又は前２項の規定の適

用がある場合の自動車の取得を除く。）に対して課する自動車取

得税の税率は、当該取得が平成３１年３月３１日までに行われたとき

に限り、第３５条及び第１項の規定にかかわらず、当該取得につい

てこの項の規定の適用がないものとした場合に適用されるべき同

条又は第１項に定める率に１００分の４０を乗じて得た率とする。

�・� 省略

は土地の取得が行われた場合における不動産取得税の税率は、第

１９条の２の２の規定にかかわらず、１００分の３とする。

（不動産取得税の徴収猶予等）

第２１条 省略

２ 第１９条の６、第１９条の７及び第６７条の３第３項の規定は、法附

則第１１条の４第４項の規定による宅地建物取引業法（昭和２７年法

律第１７６号）第２条第３号に規定する宅地建物取引業者

による法附則第１１条の４

第４項に規定する改修工事対象住宅の取得に対して課する不動産

取得税の税額の徴収猶予及びその取消し並びに当該不動産取得税

に係る県の徴収金の充当について準用する。この場合において、

第１９条の６中「又は第７３条の２７の７第１項」とあるのは「若しく

は第７３条の２７の７第１項又は附則第１１条の４第４項」と、第１９条

の７中「第７３条の２７の６第３項」とあるのは「第７３条の２７の６第

３項並びに附則第１１条の４第５項」と読み替えるものとする。

（自動車取得税の税率の特例）

第２２条の２ 省略

２ 次に掲げる自動車で初めて新規登録等（道路運送車両法第７条

第１項に規定する新規登録又は同法第６０条第１項後段の規定によ

る車両番号の指定（同項に規定する検査対象軽自動車に係るもの

に限る。）をいう。以下この条において同じ。）を受けるものの

取得（法附則第１２条の２の４第６項から第１２項までの規定の適用

がある場合の自動車の取得を除く。）に対して課する自動車取得

税の税率は、当該取得が平成３１年３月３１日までに行われたときに

限り、第３５条及び前項の規定にかかわらず、当該取得についてこ

の項の規定の適用がないものとした場合に適用されるべき同条又

は前項に定める率に１００分の２０を乗じて得た率とする。

�・� 省略

３ 次に掲げる自動車で初めて新規登録等を受けるものの取得（法

附則第１２条の２の４第６項から第１２項まで又は前項の規定の適用

がある場合の自動車の取得を除く。）に対して課する自動車取得

税の税率は、当該取得が平成３１年３月３１日までに行われたときに

限り、第３５条及び第１項の規定にかかわらず、当該取得について

この項の規定の適用がないものとした場合に適用されるべき同条

又は第１項に定める率に１００分の２５を乗じて得た率とする。

�・� 省略

４ 次に掲げる自動車で初めて新規登録等を受けるものの取得（法

附則第１２条の２の４第６項から第１２項まで又は前２項の規定の適

用がある場合の自動車の取得を除く。）に対して課する自動車取

得税の税率は、当該取得が平成３１年３月３１日までに行われたとき

に限り、第３５条及び第１項の規定にかかわらず、当該取得につい

てこの項の規定の適用がないものとした場合に適用されるべき同

条又は第１項に定める率に１００分の４０を乗じて得た率とする。

�・� 省略
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５ 次に掲げる自動車で初めて新規登録等を受けるものの取得（法

附則第１２条の２の４第６項から第１３項まで又は前３項の規定の適

用がある場合の自動車の取得を除く。）に対して課する自動車取

得税の税率は、当該取得が平成３１年３月３１日までに行われたとき

に限り、第３５条及び第１項の規定にかかわらず、当該取得につい

てこの項の規定の適用がないものとした場合に適用されるべき同

条又は第１項に定める率に１００分の５０を乗じて得た率とする。

�・� 省略

６ 次に掲げる自動車で初めて新規登録等を受けるものの取得（法

附則第１２条の２の４第６項から第１３項までの規定又は第２項から

前項までの規定の適用がある場合の自動車の取得を除く。）に対

して課する自動車取得税の税率は、当該取得が平成３１年３月３１日

までに行われたときに限り、第３５条及び第１項の規定にかかわら

ず、当該取得についてこの項の規定の適用がないものとした場合

に適用されるべき同条又は第１項に定める率に１００分の６０を乗じ

て得た率とする。

�・� 省略

７ 次に掲げる自動車で初めて新規登録等を受けるものの取得（法

附則第１２条の２の４第６項から第１３項までの規定又は第２項から

前項までの規定の適用がある場合の自動車の取得を除く。）に対

して課する自動車取得税の税率は、当該取得が平成３１年３月３１日

までに行われたときに限り、第３５条及び第１項の規定にかかわら

ず、当該取得についてこの項の規定の適用がないものとした場合

に適用されるべき同条又は第１項に定める率に１００分の７５を乗じ

て得た率とする。

�・� 省略

８ 次に掲げる自動車で初めて新規登録等を受けるものの取得（法

附則第１２条の２の４第６項から第１３項までの規定又は第２項から

前項までの規定の適用がある場合の自動車の取得を除く。）に対

して課する自動車取得税の税率は、当該取得が平成３１年３月３１日

までに行われたときに限り、第３５条及び第１項の規定にかかわら

ず、当該取得についてこの項の規定の適用がないものとした場合

に適用されるべき同条又は第１項に定める率に１００分の８０を乗じ

て得た率とする。

�・� 省略

附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成３０年４月１日から施行する。

（事業税に関する経過措置）

２ 改正後の愛媛県県税賦課徴収条例第１８条第１項（第２号に係る部分に限る。）の規定は、この条例の施行の日以後に開始する事業年度

に係る法人の事業税について適用し、同日前に開始した事業年度に係る法人の事業税については、なお従前の例による。

（不動産取得税に関する経過措置）

３ 改正後の愛媛県県税賦課徴収条例第１９条の６並びに第６７条の３第５項、第７項及び第８項並びに附則第２１条第３項の規定は、この条例

の施行の日以後の不動産の取得に対して課すべき不動産取得税について適用し、同日前の不動産の取得に対して課する不動産取得税につ

いては、なお従前の例による。

５ 次に掲げる自動車で初めて新規登録等を受けるものの取得（法

附則第１２条の２の４第６項から第１２項まで又は前３項の規定の適

用がある場合の自動車の取得を除く。）に対して課する自動車取

得税の税率は、当該取得が平成３１年３月３１日までに行われたとき

に限り、第３５条及び第１項の規定にかかわらず、当該取得につい

てこの項の規定の適用がないものとした場合に適用されるべき同

条又は第１項に定める率に１００分の５０を乗じて得た率とする。

�・� 省略

６ 次に掲げる自動車で初めて新規登録等を受けるものの取得（法

附則第１２条の２の４第６項から第１２項までの規定又は第２項から

前項までの規定の適用がある場合の自動車の取得を除く。）に対

して課する自動車取得税の税率は、当該取得が平成３１年３月３１日

までに行われたときに限り、第３５条及び第１項の規定にかかわら

ず、当該取得についてこの項の規定の適用がないものとした場合

に適用されるべき同条又は第１項に定める率に１００分の６０を乗じ

て得た率とする。

�・� 省略

７ 次に掲げる自動車で初めて新規登録等を受けるものの取得（法

附則第１２条の２の４第６項から第１２項までの規定又は第２項から

前項までの規定の適用がある場合の自動車の取得を除く。）に対

して課する自動車取得税の税率は、当該取得が平成３１年３月３１日

までに行われたときに限り、第３５条及び第１項の規定にかかわら

ず、当該取得についてこの項の規定の適用がないものとした場合

に適用されるべき同条又は第１項に定める率に１００分の７５を乗じ

て得た率とする。

�・� 省略

８ 次に掲げる自動車で初めて新規登録等を受けるものの取得（法

附則第１２条の２の４第６項から第１２項までの規定又は第２項から

前項までの規定の適用がある場合の自動車の取得を除く。）に対

して課する自動車取得税の税率は、当該取得が平成３１年３月３１日

までに行われたときに限り、第３５条及び第１項の規定にかかわら

ず、当該取得についてこの項の規定の適用がないものとした場合

に適用されるべき同条又は第１項に定める率に１００分の８０を乗じ

て得た率とする。

�・� 省略

平成３０年３月３１日 発行
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